様　　　式
１．様式　Ａ　　公告対象区域内に設ける標示板の様式
２．様式　Ｂ　　一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の認定・許可事前協議書
３．様式　Ｃ　　同意を得た旨の報告書
４．様式　Ｄ　　対象区域内建築物等維持管理責任者選任（変更）届
５．様式　Ｅ　　認定・許可計画概要書
６．様式　Ｆ　　認定・許可建築物に関する建築主の名義変更届
７．様式　Ｇ　　合意書
８．様式　Ｈ　　許可等事項変更届
【様式　Ａ】
公告対象区域内に設ける標示板の様式
	　建築基準法第86条　　第　　項認定標示板
この敷地及び敷地内の建築物は、建築基準法
　第86条の規定に基づき、 容積率・建蔽率等に
　ついて、複数の建築物を一体の建築物とみなし
て認定されています。
　　そのため、建築物等の建替え等又は土地利用
　の変更をする場合は、改めて認定が必要となり
ます。
また、公告認定対象区域内の敷地及び建築物
を適法に維持管理するため、次の維持管理責任
　者を定めています。
　　
　　認　定　年　月　日：　　　　　年　　月　　日
　　特　定　行　政　庁：　枚　方　市　長
　　維持管理責任者：　○　○　　○　○


1 敷地内の見やすい場所に設置すること。（設置数は対象区域の規模による）
2 材質は、ステンレス板、陶板等の耐候性、耐久性に富み、容易に破損しないものとすること。　　
3 堅固に固定されたものとすること｡
4 大きさは、縦３０cm以上、横５０cm以上とすること。
5 対象区域の配置図には、次の事項を明示すること｡
・方位
・公告対象区域の境界線
・公告対象区域内における建築物の位置及び用途
・通路（青色）
・広場等の位置
・敷地に接する道路の位置、敷地内の道路の位置
・現在位置（▲赤色）　　　　　
6 許可物件については、認定を許可に替えて表示すること。
7 建築基準法第86条の2による場合、第86条を第86条の2に替えて表示すること｡
【様式　Ｂ】
一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の認定・許可事前協議書
　　年　　月　　日
（あて先）
枚　方　市　長
建築基準法第８６条　　第　　項の認定・許可に際して、一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定又は許可等取扱要領に基づき、下記のとおり事前協議を申し出ます。
記
	建築主
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

	代理者
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

	敷地
の位置
	地名地番
	枚方市

	
	用途地域
	
	建蔽率
	　　　　％
	容積率
	　　　　％

	
	防火地域
	防火･準防火･指定なし
	高度地区
	１･2･3種･なし
	計画道路
	有･無

	
	道路の種別(道路名称)･幅員
	　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　m

	その他
（特例対象規定）
	

	敷地面積
	　　　　　　　　　　　　㎡
	道路に接する長さ
	ｍ

	建築物計画概要
	主要用途
	　　　　　　　　　　　　
	構造
	　　　　　　

	
	建築面積
	
	㎡　　　　　　　　　
	建蔽率
	
	％

	
	延べ面積
	
	㎡
	容積率
	
	％　　　　　

	
	階数
	地上　　　階／地下　　　階
	最高高さ
	　　　　　　　　　ｍ

	その他
	



（注）(1)　※印欄及び裏面は記入しないください。
　　　(2)　申請は、必要書類を添付して、２部提出してください。　　　　　　　　
(3)　この事前協議書の内容に大幅な変更がある場合は、再度
事前協議書の提出が必要です｡
(4)　標題等の認定・許可については、該当部分を□で囲って
　　　　　ください。

【様式　Ｃ】
同意を得た旨の報告書
　　年　　月　　日
（あて先）
枚　方　市　長
　今般、私は、枚方市　　　　　　　　　　　における建築基準法第８６条　　第　　項に基づく認定申請にあたり、認定申請区域内の土地について私以外に所有権又は借地権を有する者がいるため、建築基準法第８６条第６項の規定により、認定申請に係る別添認定計画書の内容、及び別紙「建築基準法第８６条等の認定･許可に際しての遵守事項」についての説明を行いその内容に関して次のとおり同意を得ましたので報告します｡
　なお、認定申請区域内の土地について、次の者以外に所有権又は借地権を有する者は存在しません。
　　　　　　　　　　　　　　　（認定申請者）
	　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　(地名地番　枚方市　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　上記認定申請者　　　　　　　　　　　　により申請された建築基準法第８６条　　
第　　項に基づく認定申請に係る別添認定計画書の内容、及び別紙｢建築基準法第８６条
等の認定・許可に際しての遵守事項」について説明を受けた内容に関して同意します｡
認定申請区域内の土地について所有権又は借地権を有する者
(地名地番については土地の所有権又は借地権を有する者)
所有権･借地権の別
住　　　所
(地名地番)
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
住　　　所
(地名地番)
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
住　　　所
(地名地番)
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
注　同意者の印は実印とし、印鑑登録証明書を添えてください。
※　許可申請については、認定を許可に替えること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　この認定又は許可申請区域内の各建築物は、建築基準法第８６条等の規定に基づき、区域内の複数の建築物が一体的なものとして、容積率制限や建蔽率制限などの特例対象規定(下表参照）が適用されています。
　今後は、以下の条件を守るように御留意ください。
1． 有効通路をはじめ、対象区域内の土地及び建築物については、常時建築基準法及び認定又は許可条件に従って、適法な状態に維持管理しなければなりません｡
2． 建築基準法第８６条等の規定に基づき、対象区域を一の敷地として適用される特例対象規定については下表のとおりです｡なお、今回の認定又は許可の際に適用されている条項は、｢適用の有無｣欄に○印が付されている条項です｡
3． 対象区域を適法に管理していただくため、対象区域内維持管理責任者選任届を提出してください｡
・維持管理責任者は原則として認定又は許可申請者とします。
・維持管理責任者が変わった場合は、対象区域内維持管理責任者選任変更届を提出し
てください。
4． 対象区域内で建築物の建替え等を行う場合は、別途、特定行政庁の認定又は許可が必要です。
5． 対象区域内の土地の所有権又は借地権を有する者は、認定又は許可計画書及び本同意書を各自の責任において適正に管理し、土地又は建築物を転売、譲渡又は転貸する場合は相手方にこれらを承継し、説明を行う必要があります。
6． 本認定又は許可の取消しは、取消しをすることにより違法な状態が発生しない場合のみ認められます｡その際には、対象区域内の土地の所有権又は借地権を有する者全員の合意が必要となります。
	｢特例対象規定｣条項
	内　　　　　　　　　　　　容
	適用の
有無

	第23条
	外壁
	

	第43条
	敷地等と道路との関係
	

	第52条第1項～第14項
	容積率
	

	第57条の2
	特例容積率適用区域内における建築物の容積率の特例
	

	第57条の3第1項～第4項
	指定（法第57条の2）の取消し
	

	第53条第1項～第2項
	建蔽率
	

	第54条第1項
	第1、第2種低層住居専用地域内における外壁の後退距離
	

	第55条第2項
	第1、第2種低層住居専用地域内における建築物の高さ制限
	

	第56条第1項～第4項、
第56条第6項～第7項
	建築物の各部分の高さ
	

	第56条の2第1項～第3項
	日影による中高層の建築物の高さの制限
	

	第59条第1項
	高度利用地区
	

	第59条の2第1項
	総合設計（広い空地を有する建築物の容積率等の特例)
	

	第60条第1項
	特定街区
	

	第60条の2第1項
	都市再生特例地区
	

	第60条の2の2第1項
	居住環境向上用途誘導地区
	

	第60条の3第1項
	特定用途誘導地区
	

	第61条
	防火地域及び準防火地域内の建築物
	

	第68条の3第1項～第3項
	再開発等促進区等内の制限の緩和等
	


【様式　Ｄ】
　　年　　月　　日
対象区域内建築物等維持管理責任者選任（変更）届
（あて先）
枚　方　市　長
住所
届出者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記の者を、建築基準法第86条等の認定又は許可に基づく対象区域内の建築物等の維持管理責任者として選任いたしましたので、お届けいたします｡
　なお、維持管理責任者を変更する場合には事前にお届けいたします｡
記
住　所
対象区域内建築物等維持管理責任者
氏　名
建　　築　　主
対象区域の所在地

誓　約　書
上記の対象区域を適法に維持管理することを誓約します｡
住　所
対象区域内建築物等維持管理責任者
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
【様式　Ｅ】
認定・許可計画概要書
	申請者
	
	区域の従前の
地目及び用途
	

	建築位置
	
	
	

	用途地域
	
	
	

	その他の地域地区
	
	
	

	前面道路
	道路種別（道路名称）　　　　　　・幅員　　　ｍ・接道長さ　　　ｍ

	第53条第1項の規定による
対象区域全体の建蔽率の上限
	　　　　　　　　　％
	第52条第1項の規定による
対象区域全体の容積率の上限
	％

	対象区域面積　Ａ
	㎡
	主要用途
	

	建築面積(建築物全体)Ｂ
	㎡
	対象区域全体の建蔽率　Ｂ/Ａ
	％

	延べ面積(建築物全体)Ｂ　　　
	㎡
	自動車車庫等の部分
	㎡

	延べ面積（容積対象）Ｃ
	㎡
	対象区域全体の容積率　Ｃ/Ａ
	％

	建築物の高さ　
	ｍ
	建築物の階数
	

	建築物の棟数
	
	設定敷地の数
	

	棟別概要
	棟番号
	
	
	
	
	

	
	用途
	
	
	
	
	

	
	高さ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ

	
	階数
	／
	／
	／
	／
	／

	
	建築物の構造
	
	
	
	
	

	
	接続する通路幅員
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ

	
	設定敷地面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	建築面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	建蔽率
 注1) 
法定建蔽率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	%    
%
	%    
%
	%    
%
	%    
%
	%    
%

	
	延べ面積（全体）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	自動車車庫等の部分
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	延べ面積（容積対象）
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	容積率
 注2)
法定容積率
	%    
%
	%    
%
	%    
%
	%    
%
	%    
%

	
	建蔽率、容積率の
緩和の有無
	
	
	
	
	


注1） 設定敷地単位でみた建蔽率／法第53条第1項の規定による設定敷地単位の建蔽率の上限を記入
注2） 設定敷地単位でみた容積率／法第52条第1項の規定による設定敷地単位の容積率の上限を記入
注3） 標題等の認定・許可については、該当部分を□で囲ってください。
	空地面積（A － B）  Ｄ
	㎡
	空地率　Ｄ／Ａ
	％

	広場面積Ｅ
	㎡
	広場の率　Ｅ／Ｄ
	％

	緑地面積Ｆ
	㎡
	緑地の率　Ｆ／Ｄ
	％

	土地の管理者等
	　所有権者　　　名・借地権者　　　名

	管理形態
	

	共有管理箇所
	

	駐車・駐輪計画
	駐車台数
	　　　　　　　　台　　　　　　　　　　　台／戸

	
	駐輪台数
	　　　　　　　　台　　　　　　　　　　　台／戸

	総　合　設　計
	公開空地
	種　　　別
	面　　積
	有効面積
	有効公開空地の面積

	
	
	歩道状空地
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	広場状空地
	㎡
	㎡
	有効公開空地率

	
	
	そ　の　他
	㎡
	㎡
	％

	
	住宅
	住宅の用途に供する部分の床面積の合計
	一の住戸の　専用面積
	住戸数
	利用人口

	
	
	㎡
	㎡
	戸
	人

	特例対象規定
適用条文該当事項
	
	

	備考
	


　
　【様式　Ｆ】
認定・許可建築物に関する建築主の名義変更
　　年　　月　　日
（あて先）
枚　方　市　長
住所
届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり建築主の名義を変更しましたので届け出ます｡
記
	１認定・許可年月日
及び認定・許可番号
	　　　　年　　月　　日　　第　　　　　　　　　　号

	２建築名称
	

	３変更年月日
	

	４建築主住所氏名
	新　住所
　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	旧　住所
　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	５変更理由
	


（添付書類）　①委任状
　　　　　　　　②対象区域内建築物等維持管理責任者選任（変更）届
（その他）　　標題等の認定・許可については、該当部分を□で囲ってください。
【様式　Ｇ】
合　　意　　書
	　建築基準法第86条の　5　第　2　項又は第　3　項の規定による認定又は許可の取消しの申請をすることに合意します。

	申　請　の　概　要

	1 申請者の住所及び氏名（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
2 取消対象区域
　3　取消対象区域内の各建築物の概要
　（1）　用　　途
　（2）　棟　　数
　（3）　延べ面積の合計


	合　　意　　欄

	土地に関する権利の種別
	
	合意者住所
	合意者氏名

	
	
	
	                   ㊞

	
	
	
	                   ㊞

	
	
	
	                   ㊞

	
	
	
	                   ㊞

	
	
	
	                   ㊞

	
	
	
	                   ㊞


注　合意者の印は実印とし、印鑑登録証明書を添えてください。
【様式　H】
許可等事項変更届
下記事項について、建築基準法第12条第5項に基づき、届け出ます。
　　
　枚　方　市　長　　様
　　
　　　　　　　年　　月　　日
建築主氏名　　　　　　　　　　　　
代理者氏名　　　　　　　　　　　　
【１.許可・認定・承認・指定事項】
　　　　　□許可申請　　□認定申請　　□承認申請　　□指定申請
  　 【イ.許可等年月日】　　　令和　　　年　　月　　日
     【ロ.許可等番号】　　　　 第　　　　　　　 　　　号
　   
【２.建築主等】
     【イ.氏名のフリガナ】
     【ロ.氏名】
     【ハ.郵便番号】
     【二.住所】
     【ホ.電話番号】
【３.代理者】
     【イ.資格】　　　   （　　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
     【ロ.氏名】　　　
     【ハ.建築士事務所名】（　　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
     【二.郵便番号】
     【ホ.所在地】
     【へ.電話番号】
【４.変更概要】
【５.確認事項】
＊行政庁等使用欄
	受付欄
	備考















公告認定対象区域内における


建築物・通路等の配置





※　事前協議書返却年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日





※受付欄





(別紙) 建築基準法第８６条等の認定・許可に際しての遵守事項
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